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本刊行物は，農林水産政策研究所における研究成果について，主として行政での

活用に資するため取りまとめた資料であり，学術的な審査を経たものではありませ

ん。研究内容の今後一層の充実を図るため，読者各位から幅広くコメントをいただ

くことができれば幸いです。 



 

まえがき 

 

このカントリーレポートは，当研究所の研究者が世界の主要各国について農業・農政の分析

を行った成果を広く一般に提供するものである。 

当研究所においては，平成19（2007）年度から，単年度の「行政対応特別研究」の枠組みの

下で毎年カントリーレポートを作成・公表してきたが，平成25（2013）年度からは，研究の枠

組みが3年度にわたる「プロジェクト研究」に移行した。プロジェクト研究は，平成25（2013）

年度から平成27（2015）年度までを一期目，平成28（2016）年度から平成30（2018）年度まで

を二期目，平成31（2019）年度から令和3（2021）年度までを三期目とし，令和4（2022）年度

から四期目を実施している。 

 これまで当研究所では，農業政策立案の観点から重要となる国・地域を対象とした農業情勢

と関連政策の分析と国際食料需給の分析を実施してきた。四期目の「主要国における農業政策

の改革の進展とそれを踏まえた中長期的な世界食料需給に関する研究」においても，これまで

に蓄積された知見を活用しながら，世界の主要国・地域の農業情勢及び関連政策の調査研究を

行っている。そして，国・地域別の知見と定量的な食料需給予測の連携を深め，より的確な需

給見通しの策定に努めている。さらに，多くの国々が共通した課題に直面するようになってい

る現状を踏まえ，各国・地域単独での分析に加えて，関連した複数国を横断する課題を設定し，

各国の政策や関連状況を比較・分析している。 

本レポートは，農林水産政策研究所における研究成果について，主として行政での活用に資

するため取りまとめた資料であり，学術的な審査を経たものではない。農林水産政策研究所で

は今後も海外農業情報の収集・分析を充実させる方針であり，広範の読者の方より，御指導・

御指摘を賜れば幸いである。 
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第１章 アルゼンチン 

―エルニーニョ／ラニーニャ現象を背景とした経済・社会的苦境と政権交代― 

   

田澤 裕之  

 

１．はじめに 

 

 2023 年は，アルゼンチン共和国（以下「アルゼンチン」とする）にとってターニングポ

イントの年となる可能性がある。 

ラニーニャ現象のもと，2021 年から 2023 年半ばまで続いた高温・乾燥は，アルゼンチ

ンに過去 60 年で最悪の干ばつをもたらした。農畜産業も影響を受け，主要穀物・油糧種子

の生産量・輸出量ともに大幅に減少した。 

 経済・社会状況に目を向けても，外貨獲得の稼ぎ頭の農畜産業の低迷とともに経済成長

の落ち込み，インフレの急騰，対米国ドルの急激なペソ安の進行，貧困率及び失業率の悪

化など，アルゼンチンは様々な苦境に陥っている。そのような状況下，2023 年 11 月，ア

ルゼンチン大統領選挙決選投票が実施された。 

  本レポートでは，アルゼンチンが陥っている経済・社会的苦境の概要，異常気象として

のエルニーニョ／ラニーニャ現象が主要作物に及ぼす影響並びに 2023 年アルゼンチン大

統領選挙の結果について順に記し，これらの事象による今後の方向性への影響について最

終章で述べる。 

 

２．経済・社会動向の概観 

 

（１）実質国内総生産 

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）拡大の影響による生産活動停滞の反動で，2021

年通年の実質国内総生産成長率（以下「GDP」）は，対前年比プラス 10.3%と大幅な伸びを

示し４年ぶりのプラス成長となった（第１図）。2022 年通年の GDP は，前年と比べプラス

5.2%で，特に年後半の減速が響き 5%台の伸びにとどまった。その理由として，政府と IMF

との合意に基づく財政支出抑制や金融引き締め実施を背景に，インフレ加速による民間消

費の減少，輸出規制による外貨不足，輸入規制による原材料不足が国内市場の景気向上に

悪影響を与えていることがあげられる。 

2023 年の GDP はその内訳として，2023 年第１四半期は前年同期比プラス 1.4%（2021 年

第１四半期から９期連続プラス）だったが，第２四半期 GDP がマイナス 5%に減速，第３

四半期 GDP もマイナス 0.8%の２半期連続のマイナス成長であり，2022 年からの減速傾向

が続いた。 
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調査対象 16 産業分野のうち，農畜産部門の GDP は，2022 年第２四半期から 2023 年第

３四半期にかけて６四半期連続のマイナス成長で，特に 2023 年第２四半期は農畜産部門

のみマイナス 40.1％の大幅な落ち込みを記録した。農畜産業が同期の GDP 全体を大きく

押し下げた結果，第２四半期 GDP がマイナス 5%の減速となった。アルゼンチン中央銀行

の予測調査では，2023 年通年の GDP をマイナス 1.4%と予測している。 

 

第１図 アルゼンチンの GDP の推移 

資料：Instituto Nacional de Estadística y Censos, República Argentina（INDEC）Cuentas nacionales, Informe de 

avance del nivel de actividad から筆者作成。 

 

2023 年，経済減速が継続した要因は，インフレとペソ安の急速な加速を背景に，ラニー

ニャ現象（2021 年秋から 2022/2023 年冬）による干ばつの影響が深刻化したこと，さらに

穀物・油糧種子及びその加工産品等の輸出減とそれに伴う外貨収入の減少，外貨不足によ

る輸入規制の強化と生産活動の停滞があげられる。 

米国農務省（USDA）は，2023/2024 年のアルゼンチン主要穀物等（小麦，とうもろこし，

大豆）の輸出量が対前年比で 7 割以上増加すると予測している（第２図）。輸出量全体の約

７割を占める穀物・油糧種子及びその加工産品等の輸出（第３図）も回復する見通しから，

GDP の改善も見込まれる。実際，農林牧畜業部門の GDP は，2023 年第３四半期の対前年

同期比がマイナス 7.6%と，同年第２四半期（マイナス 40.1%）から 32.5 ポイントの大幅な

上昇がみられ，この傾向で同部門が成長軌道に乗れば，アルゼンチンの GDP が 2024 年中

にプラスに転ずる可能性もある。 

 

（２）対米ドル為替レートと消費者物価指数（CPI） 

マクリ大統領の就任時の 2015 年，為替レートが自由化されて以降，対米ドル為替レート
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の下落が継続した。アルゼンチンでは，公式為替レートと非公式の並行為替レート（ブル

ーレート）が併存し，前者は輸入物価上昇を抑えるため割高に設定，後者は実勢レートと

なっている。慢性的な外貨不足の状況下，財やサービスの輸出代金（米国ドル）を原則と

してペソに交換することを義務付けていることや外貨購入制限に伴う輸入制限が，2018 年

頃から公式為替レートと並行為替レートの乖離
か い り

を起こした。フェルナンデス大統領の政権

に入っても COVID-19 流行等により，その乖離幅は拡大を続けた（第４図）。 

 

 

第２図 主要穀物等（小麦・とうもろこし・大豆）の生産量と輸出量 

資料：USDA「PS&D」から筆者作成。 

 

 

第３図 アルゼンチンの品目別輸出額と農畜産物・加工品の割合 

資料：INDEC Comercio Exterior, Intercambio Comercial Argentino から筆者作成。 
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第４図 アルゼンチンの消費者物価指数と対米ドル為替レート(2009～2023年) 

資料：INDEC, Indices de precios, Indices de precios al consumidor (IPC)及び BLUE DOLLAR から筆者作成。 

※2015,2016 年の CPI データは欠測。 

 

2023 年，急激な対米ドルのペソ安が進み，アルゼンチン中央銀行は，８月に行われた大

統領予備選挙（大統領候補（当時）のミレイ氏が率いる自由前進が躍進）の翌日，公定為

替レートを 1 ドル=約 360 ペソに切り下げた（第５図）。しかし，並行レートは下落を続け，

同月末で 1 ドル=約 730 ペソとなり，公式レートとの乖離幅が約２倍に跳ね上がった。そ

の後，両レートの乖離幅は 11 月末で約 2.6 倍まで拡大，結果，１年間でアルゼンチンの公

式為替レートは，7.5 倍のペソ安となった。 

ミレイ新大統領の政権が発足した翌日の 2023 年 12 月 12 日，カプート新経済相は，公

式為替レートを 1 米ドル=800 ペソまで切り下げると発表した。非公式為替レートは，12 月

13 日現在，1 ドル=1,070 ペソとなっており，公式為替レートとの乖離幅は約 30%と，前日

の約 170%から大幅に縮小した。 

CPI は，2023 年の年率（対前年同月比（12 月））で 211.4%の上昇となり，2022 年に記録

した 94.8%を大幅に上回り，過去 33 年間で記録的な指数となった（第４図）。COVID-19 流

行やロシアによるウクライナ侵攻を背景とする対米ドル為替レートの加速的下落による輸

入物価高，異常気象を背景とする干ばつによる農畜産物減産に伴う輸出不振と外貨不足，

外貨不足による輸入資材購入難などの複合的な要因で，食料をはじめとする生活必需品，

公共料金・サービスや生産資材等，多様な費目の物価が急騰した。 

2023 年の CPI 年率を費目別にみると，食料及び飲料（酒類を除く）は 251.3%で，CPI 年
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率平均 211.4%を上回っている（第１表）。大ブエノスアイレス首都圏（GBA）における飲

食料品（酒類を除く）の CPI 年率を第２表に示す。パン・シリアル類が 251.2%，肉類及び

加工品が 296.6%，飲料（酒類を除く）が 278.2%となっており，必需品である食料品価格等

の上昇が国民生活の苦境につながっている。 

 

 

第５図 アルゼンチンの対米ドル為替レートと消費者物価指数 (2023 年) 

資料：INDEC, Indices de precios, Indices de precios al consumidor (IPC)及び BLUE DOLLAR から筆者作成。 

 

第１表 アルゼンチンの費目別 CPI の年率   第２表 GBA の飲食料品（酒類を除く） 

（対前年同月比（2023 年 12月））     CPI の年率（対前年同月比（2023年 12月）） 

 

資料：INDEC, Indices de precios, Indices de precios al consummator (IPC)から筆者作成。 
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（３）完全失業率と貧困率 

アルゼンチンの完全失業率と貧困率の推移について，COVID-19 流行期を挟んだ 2017 年

から 2023 年の間で示す（第６図）。 

完全失業率は，2007 年から 2022 年の間，10%を超えた年は１年間（2020 年の 11％）の

みである。2020 年の完全失業率が高い理由は，COVID-19 の感染拡大による外出禁止令で

サービス業などの労働市場が大きな影響を受けたことによる。2022 年第４四半期の完全失

業率は 6.3%で，前年同期比で 0.7 ポイント減，2023 年第４四半期の完全失業率は 5.7%で，

前年同期比で 0.6 ポイント減と４年連続で改善している。 

経済成長（実質 GDP）が，2021 年第３四半期から 2023 年第２四半期まで景気後退傾向

にあるにもかかわらず（第１図），完全失業率が改善した理由は，１つは景気動向が労働市

場に与える影響への反応が遅いことがある。さらに，アルゼンチンには社会保障費を払わ

ない非正規雇用の労働者数が多く存在しており，完全失業率の下支えをしている。その非

正規部門が失業者を吸収するなど，景気動向と完全失業率が連動しにくい構造があり，国

家財政悪化や内外債務拡大の要因の１つを作り出すとしている。 

貧困率は，2023 年上半期で 40.1%（前年同期比 3.6 ポイント増），その内数で極貧率は

9.3%（前年同期比 0.5 ポイント増）であった。貧困層とは，基礎的食料と住宅，保健，教

育，衣類その他の日常的な基礎的支出（CBT:基礎的全体バスケット）を十分に賄う収入が

ない世帯で，極貧層とは，基礎的な食料（CBA:基礎的食料バスケット）を賄う収入がない

世帯を指す。2023 年上半期の CBT は 199,593 ペソ（約 35,900 万，1 ペソ=0.18 円），CBA

は 91,093 ペソ（約 16,400 万），一方，同期の貧困世帯の平均月収は 124,071 ペソ（22,300

円），極貧世帯の平均月収は 59,770 ペソ（10,700 円）であった。 

 

第６図 アルゼンチンの完全失業率と貧困率 

資料：INDEC,Trabajo e ingresos, Mercado de trabajo. Tasas e indicadores socioeconómicos (EPH), 

Incidencia de la pobreza y indigencia en 31 aglomerados urbanos から筆者作成。 
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年齢層別では 2023 年上半期，0～14 歳の貧困率が 56.2%（前年同期比 5.3 ポイント増），

15～29 歳の貧困率が 46.8%（前年同期比 3.5 ポイント増），30～64 歳の貧困率が 35.4%（前

年同期比 3.4 ポイント増），65 歳以上の貧困率が 13.2%（前年同期比 1.1 ポイント増）とな

っている（第７図）。COVID-19 流行の収拾に伴う経済成長プラス化と失業率改善に連動し

て，貧困率は低下傾向であったところ，2022 年からの急速なインフレ進行で再度，貧困率

が悪化している。また，労働力層として，29 歳以下の若年層の貧困率が 30 歳以上の中年

層と比較して大きく，そのことが若年労働者層の経済・社会的不満の原因となり，変化を

求める機運につながりやすいと考えられる。 

多数の非正規雇用者の存在によって，完全失業率の改善が貧困率の改善に連動しない原

因となっている。また，アルゼンチン政府は各種補助金制度を採択しており，インフレ急

伸，景気後退にかかわらず貧困率が大幅に上昇しない構造となる。これらの仕組みも国家

財政悪化や内外債務拡大の要因になるとしている。 

 

 

第７図 アルゼンチンの年齢区分別貧困率の推移 

資料：INDEC, Incidencia de la pobreza y indigencia en 31 aglomerados urbanos から筆者作成。 

 

３．気候変動を背景とした異常気象の農業部門への影響 

 

（１）環太平洋エリアで発生した異常気象とその影響 

世界気象機関（WMO）のサウロ事務局長（アルゼンチンから選出）は，2023 年が観測

史上最も暑い夏であったことを公式に確認した（2024 年 1 月発表）。エルニーニョ現象と
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気候変動が重なり，同年後半に気温が上昇し平均気温を押し上げた結果，1850 年～1900 年

に比べ，2023 年の世界平均気温は 1.45℃前後（1.33～1.57℃）上昇した。2023 年 6～12 月

は，すべての月で月間の最高平均気温を更新，2023 年の夏は観測史上最も暑い夏となった。 

それを反映した図が第８図である。気象庁「世界の年ごとの異常気象主な天候の特徴・

気象災害」から 2023 年の環太平洋エリアを抜粋，異常気象の種類で「高温」を示す赤色部

が 2023 年，太平洋を取り囲むように発生している。 

 

第８図 環太平洋エリアにおける 2023年世界の異常気象並びに 2022 年我が国の主要５穀
物等※輸入量（輸入先国②～⑥）及び日本国内生産量の割合 

※小麦，大麦及びはだか麦，とうもろこし，こうりゃん，大豆 
資料：気象庁「世界の年ごとの異常気象（2023）主な天候の特徴・気象災害」の抜粋を加工して作成，財務省「貿易統

計」，農林水産省「令和４年作況調査(水稲，麦類，大豆，そば，かんしょ，飼料作物，工芸農作物)」から筆者
作成。 

 

各地域における概況は次のとおり。 

① 日本の春（3～5 月），夏（6～8 月），秋（9～11 月）の３か月平均気温は，それぞれの

季節としては 1898 年以来で最も高かった（気象庁）。 

② カナダのヌナバット準州で，夏（6～8 月），秋（9～11 月）の季節の平均気温がそれぞ

れ 12.0℃（平年差+2.4℃），-3.1℃（平年差+3.8℃）。 

③ 米国北部と北中西部の平均気温は，ともに 12 月としては 1895 年以降で最も高かった

（米国海洋大気庁）。 

④ ブラジル南東部のアラスアイでは，11 月 19 日に 44.8℃の日最高気温を観測し，ブラジ

ルの国内最高記録を更新した（ブラジル国立気象研究所）。 

⑤ アルゼンチンでは，過去 60 年で最悪の干ばつとなり，穀物・油糧種子の生産量が大幅

に減少した。 
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⑥ オーストラリアの冬（6～8 月）の３か月平均気温は，冬としては 1910 年以降で最も高

かった（オーストラリア気象局）。 

アルゼンチンでは，2023 年前半まで続いたラニーニャ現象により過去 60 年で最悪の干

ばつが発生，一方，ブラジルやオーストラリアでは 2023 年後半から始まったエルニーニョ

現象の影響で，高温乾燥状態が続き穀物等生産量の減少がみられる。米国・カナダでも同

様に高温乾燥が農業に影響を及ぼし，日本でも 2023 年 7～8 月にかけて全国で記録的猛暑

となり，降水量は平年の半分に満たない地域が多くみられた。令和５年（2023 年）産米で

は，一部の地域で高温と渇水がイネの生育に影響し，白く濁った玄米（白未熟粒）が例年

に比べ多く発生，等級別検査比率で１等米は全国平均 59.6%（2023 年 9 月末時点）と現行

検査が始まった 2004 年以降で過去最低だった。 

このように異常気象（高温）に取り囲まれた太平洋エリアは，主要５穀物等（小麦，大

麦及びはだか麦，とうもろこし，こうりゃん，大豆）輸入量（輸入先国から）に関して，

我が国の主要輸入先国であるカナダ，米国，ブラジル，アルゼンチン，オーストラリアが

環状に位置するエリアでもある。第８図中央にあるグラフは，主要５穀物等の産出先がど

の国なのかを生産量割合で表している。その内訳は，我が国の自給生産として 22.8%，最

大輸入先国として米国があり（46.6%），次にブラジル（10.2%），オーストラリア（7.8%），

カナダ（6.6%），アルゼンチン（3.0%），その他（2.9%）となっている（生産量データは 2022

年）。 

 

（２）エルニーニョ／ラニーニャ現象の特徴 

第９図は，南米エリアにおけるエルニーニョ／ラニーニャ現象発生時の天候の特徴を気

温（高温/低温）と降水（多雨/少雨）に区分して図化したものである。エルニーニョ現象は，

日付変更線付近から南米沿岸にわたる太平洋赤道域の海面水温が平年より高くなり，その

状態が１年程度続く現象である。逆に，同じ海域で海面水温が平年より低い状態で続く現

象をラニーニャ現象という。 

南米エリアでは，2023 年 2 月頃まで続いたラニーニャ現象の期間，アルゼンチンでは高

温少雨で土壌水分量も平年値を下回る乾燥した状況が続く一方，ブラジルでは比較的恵ま

れた降雨とそれを反映した土壌水分量が平年値を上回っていた。 

2023 年 3 月頃（南半球の秋）からエルニーニョ現象が始まり，アルゼンチンでは同年後

半から降雨に恵まれ，土壌水分量も平年値を上回るまでに回復した。逆に，ブラジルでは

少雨傾向となり，それを反映して土壌水分量も比較的乾燥した状況となったが， 2024 年

1 月に入り，比較的降水量が増えている。 

2021 年から連続して発生したラニーニャ現象のもと，2022/2023 年，アルゼンチンにお

いて過去 60 年で最悪の干ばつが発生，穀物や油糧種子などの農産物は大幅な減収となっ

た。アルゼンチンではこれまでも 10 年に１度（2008/2009 年など），中程度の干ばつがあっ

たが，今回はそれを大きく上回る規模となった。第３表は 2002 年以降に発生したエルニー
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ニョ現象とラニーニャ現象の発生期間（季節単位）を示し，第 10 図はアルゼンチンのサン

タフェ州（同国パンパ地域の中心）の気象データ（気温，降水量，土壌水分量，エルニー

ニョ／ラニーニャ現象発生期間）の過去 20 年間の推移を示す。 

 

 

 

第９図 南米エリアにおけるエルニーニョ（上図）／ラニーニャ現象（下図）発生時の天
候の特徴 

資料：気象庁「エルニーニョ/ラニーニャ現象等発生時の天候の統計的な特徴」から南米エリアを抜粋・加工して作成。 

 

第３表 エルニーニョ／ラニーニャ現象の発生期間（季節単位） 

 
資料：気象庁「エルニーニョ/ラニーニャ現象に関するデータ」から筆者作成。 
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 第 10図 アルゼンチン・サンタフェ州の気象データ（気温，降水量，土壌水分量） 

資料：農林水産省, 宇宙航空研究開発機構（JAXA）の「農業気象情報衛星モニタリングシステム（降水量，

土壌水分量）」，気象庁「世界の天候データツール（Climate View 月統計値）（ロサリオ）」，気象庁「エ

ルニーニョ/ラニーニャ現象に関するデータ」から筆者作成。 

 

連続したラニーニャ現象の影響で，2021 年から 2022 年にかけて降水量減少とともに土

壌水分量も減少したところに 2023 年，さらなる降水量減少（平均降水量（過去 20 年で約

900mm/年）の６割ほどの量）と同時に気温が平均気温（2004～2023 年で約 17.8℃/年）よ

り 1.6℃高い 19.4℃を記録した結果，土壌水分量も最低値（8.4%）となった。植物が正常に

生長するためには，その根域に適切な水分量が保たれる必要があり，高温・乾燥が重なる

干ばつにより作物や地表からの蒸発散量が増加，土壌水分量の低下を招いた。そして単位

面積当たりの作物収量（単収）が減少，主要農産物の大幅な減収につながったと考えられ

る。 

第 10 図の時系列でみると，傾向としてアルゼンチンはエルニーニョ現象期間で降水量

が増大，ラニーニャ現象期間で降水量が減少する傾向がある。近年は「気候危機」とも呼

ばれる気候変動を背景として，エルニーニョ／ラニーニャ現象が増幅され，気温，降水量

などの年較差が拡大，農産物の作況に直接的かつ極端に影響するようになった。  

 

（３）エルニーニョ／ラニーニャ現象の主要穀物等生産に及ぼす影響 

１）アルゼンチン及びブラジルの主要穀物等の作物カレンダーと気象条件 

2023 年 2 月頃を境にラニーニャ現象からエルニーニョ現象に移行する過程で，アルゼン

チン及びブラジルの気象条件が逆転したことは，作物暦に沿って降水量及び土壌水分量を
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示した図からも読み取れる（第 11 図）。2023 年 2 月頃まで続いたラニーニャ現象の期間，

アルゼンチン・サンタフェ州では高温少雨で土壌水分量は平年値を下回る乾燥した状況が

続く一方，ブラジル・マットグロッソ州では比較的比較的恵まれた降雨とそれを反映した

土壌水分量が平年値をほぼ上回っていた(アルゼンチン・サンタフェ州とブラジル・マット

グロッソ州の位置は第９図参照)。 

2023 年 3 月頃からエルニーニョ現象が始まり，アルゼンチンでは同年後半から降雨に恵

まれ土壌水分量も平年値を上回るまでに回復したが，ブラジルでは少雨傾向となり，それ

を反映して土壌水分量も平年値を上回ることのない状況が継続した。これらの事象は，第

９図に示した天候の特徴にも合致する傾向がある。 

 

 

第 11 図 アルゼンチン・サンタフェ州及びブラジル・マットグロッソ州の主要作物作付カ
レンダー（2022～2023 年）及び気象データ（土壌水分量・降水量） 

資料：USDA 「Foreign Agricultural Service（作物暦）」，農林水産省, 宇宙航空研究開発機構（JAXA）の「農業気象情

報衛星モニタリングシステム（降水量，土壌水分量）」から筆者作成。 

 

２）穀物等農作物の単収への影響 

気候変動を背景とする干ばつなどの異常気象による影響は，疫病の流行，地域紛争や物

流の混乱とともに，様々な国々へ経済・社会的苦境をもたらす要因の１つとなる。例えば，

エルニーニョ現象下の夏から秋の季節に，南米エリアは高温傾向の様相を呈する（第９図）。 

アルゼンチンにおける 2023/2024 年の主要作物の作況は，昨年までの干ばつが終わり順

調に生育すると見込まれていたが，2024 年 2 月に入り再び熱波と降水不足が来襲した。時

期的に大豆の作付期から生長期に当たり，高温・乾燥状態が長期化すればロサリオ穀物取

引所（BCR）は，2023/2024 年の大豆生産量見込みを引き下げる可能性に言及，政界のみな

らず自然界も予断を許さない状況が続く。隣国のチリでも猛暑とともに山火事が発生，死

者，行方不明者が数百人になるおそれなど甚大な被害が生じている。 

気候変動は将来的に多くの食料生産システムの生産性を低下させ，世界の栄養不足人口
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を上昇傾向に転じさせている。単位面積当たりの収量（単収）は，気候変動を背景とした

異常気象による高温・少雨などの影響を受けやすく，その単収の差が，当該年度の一国の

作物生産量や輸出量に波及する傾向が強まるおそれがある（第 12 図）。特にとうもろこし

は，エルニーニョ／ラニーニャ現象のような気候変動を背景とした異常気象による単収増

減の較差が 2010 年以降年々大きくなり，これがとうもろこしの輸出量にも連動する傾向

がみられる。 

 

 

 

第 12 図 アルゼンチン（上）及びブラジル（下）の主要穀物等単収の推移と
エルニーニョ／ラニーニャ現象発生時期（2002/03～2023/24年） 

資料：USDA PS&D，気象庁「エルニーニョ/ラニーニャ現象に関するデータ」から筆者作成。 
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３）ラニーニャ現象からエルニーニョ現象への切り替わり時の生産条件の変化（アル

ゼンチン及びブラジル） 

気象条件の変化が主要穀物等の生産条件に及ぼす影響について，アルゼンチンの主要穀

物等の 2022/2023 年生産量（見込み）は対前年比で大幅に減少（第４表），同年のブラジル

の生産量（見込み）は対前年比で増加した（第５表）。逆に，アルゼンチンの主要穀物等の

2023/2024 年生産量は増加，ブラジルの同年の生産量は減少する予測となっている。 

定量的には，2021/22 年産と 2022/23 年産を比較すると，ラニーニャ現象のもとアルゼン

チンでは干ばつにより３産品（小麦，とうもろこし，大豆）は，大豆輸出量を除くすべて

の項目（生産量，輸出量，収穫面積，単収）が対前年比で減少した（例えば生産量は，小

麦 43%減収，とうもろこし 31%減収，大豆 43%減収）。ブラジルの 2021/22 年産と 2022/23

年産を比較すると，３産品において小麦の輸出量のみを除きすべての項目が対前年比で増

加している（例えば生産量は，小麦 38%増収，とうもろこし 18%増収，大豆 23%増収）。 

2022/23 年産と 2023/24 年産を比較するとエルニーニョ現象のもと，アルゼンチンでは３

産品において，すべての項目が対前年比で増大している（例えば生産量は，小麦 20%増収，

とうもろこし 62%の大幅増収，大豆 100%の大幅増収）。ブラジルの 2022/23 年産と 2023/24

年産を比較すると，３産品において過半数の項目が対前年比で減少している（例えば生産

量は，小麦 21%減収，とうもろこし 7%減収，大豆は 2%減収）。アルゼンチンとブラジル

における穀物年度をまたいで生じた各種データのギャップは，ラニーニャ現象期間からエ

ルニーニョ現象期間へ，連続して途切れなく移行する過程での気象条件の大きな変化に起

因すると考えられる。 

 

第４表 アルゼンチンの主要穀物等（小麦，とうもろこし，大豆）の生
産量，輸出量，収穫面積，単収 

 

資料：USDA PS&D から筆者作成。 
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第５表 ブラジルの主要穀物等（小麦，とうもろこし，大豆）の生産量，輸出量，
収穫面積，単収 

 
資料：USDA PS&D から筆者作成。 

 

（４）アルゼンチン政府による穀物等輸出拡大施策 

2023 年の輸出額急落が示すとおり，異常気象によって農業が打撃を受けることは，アル

ゼンチン経済にとっても大きな打撃となるとともに，物流システムでも被害が生じている。

南米南部地域では，干ばつに伴う少雨でラプラタ川支流のパラナ川やパラグアイ川の河川

水路の水位が低下し，バージ船やバルク船を用いた河川輸送による穀物量が制限されたこ

とから物流費が上がり，これがアルゼンチンの穀物等価格競争力の低下につながる事態も

生じている。 

このように気候変動を背景とする異常気象の影響は多岐にわたり，これまで各種適応策

が取られてきた。例えば技術的な支援として，従来からの品種改良，肥料・農薬，かんが

い施設整備に加え，乾燥・除草剤耐性 GMO（遺伝子組み換え作物）種子，直播・不耕起栽

培，袋サイロ技術などの導入があげられる。さらにアルゼンチン政府は，経済的支援とし

て農畜産業のステークホルダーに対し融資，減税，割引手形等の金融施策等を講じている。 

その１つとして，2022 年から政府が講じた施策が「輸出拡大プログラム」である。この

プログラムは，一部の農産品を対象に公式為替レートよりも有利な為替レートで輸出代金

（米国ドル）をペソに交換する際に適用することで輸出を促進させ，外貨の積み増しを図

るものである。２つの期間（2022 年 9 月 5 日～30 日と 11 月 28 日～12 月 30 日）におい

て，2022/2023 年度大豆を対象に，また 2023 年 7 月 24 日から 8 月 31 日において 2022/2023

年度とうもろこし等穀物を対象に，輸出拡大に資する優遇為替レートを適用した（第６表）。 
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ただし，過度な輸出によりアルゼンチン国内における穀物供給不足回避と食料品価格上

昇を抑制するため，政府は各穀物等にかかる輸出上限数量を設定した。2022/23 年のとうも

ろこし輸出上限数量は 2,600 万トン，大豆は対象外で上限数量は設定されていない（大豆

の場合，アルゼンチン国内でとうもろこしほど需要がないので，輸出上限数量を設ける必

要性があまりない）。 

 

第６表 大豆やとうもろこし等の輸出拡大に資する優遇為替レート一覧 

 

資料：アルゼンチン大統領府緊急大統領令 576/2022 号・緊急大統領令 787/2022 号・緊急大統領令 378/2023 号，ア

ルゼンチン経済省農牧漁業局決議 295/2023 号，Bule Dollar から筆者作成。 

 

2023 年，我が国及びその輸入先国である主要国すべてで気候変動を背景とした高温のよ

うな異常気象が同時期多発的に発生している。このような異常気象やその他災害等の激甚

化の食料安定供給に対する影響は今後も不可避であり，我が国のような食料輸入国は，食

料自給率向上と並行して食料輸入相手国の多様化を進めることでリスクを分散，気候変動

の影響を回避しつつ食料の安定供給を図る必要がある。アルゼンチンは，とうもろこし輸

入相手国として，米国やブラジルの補完的な役割を担い，米国，ブラジル，オーストラリ

ア，カナダに次ぐポジションを占め，我が国の食料輸入相手国の多様化の一角として重要

な役割を果たすと今後も期待される。 

 

４．2023 年の大統領選挙と政権交代 

 
（１）大統領選挙の経過 

2023 年 11 月 19 日，任期満了に伴う大統領選の決選投票が行われ，右派・独立系野党連

合「自由前進（LLA）」の経済学者ハビエル・ミレイ前下院議員（53）が左派・与党連合「祖

国のための同盟（UP）」候補セルヒオ・マッサ前経済大臣（51）を制し，初当選を決めた

（ミレイ氏の得票率 55.7%）。本章では，ミレイ新大統領が誕生するまでの 2023 年の政権

交代を中心に述べる。 

初めの大きな動きは，フェルナンデス前大統領の不出馬宣言だった。2023 年 4 月，深刻

な経済危機に直面している中，自身の政権支持率が低迷，２期目再選となる 10 月の大統領
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選挙に出馬しないことを表明した。左派・与党連合の代替として，現政権で経済相を担っ

ていたセルヒオ・マッサ氏が候補者となった。 

ミレイ氏は，極右自由至上主義の経済学者として 2021 年総選挙で当選した２年目の下

院議員であった。ミレイ氏は過激な発言で約 10 年前からマスコミが注目，「アルゼンチン

のトランプ」と呼ばれ，自身もトランプ前米国大統領を崇拝，ブラジルのボルソナロ前大

統領が支援を寄せている。ただし彼は，これまで既存の主要政党である正義党や急進党に

所属したことはなく，中道右派・野党連合のパトリシア・ブルリッチ候補に次ぐ第３の候

補と見なされることが多かった。 

しかしミレイ氏は，SNS を活用した選挙キャンペーンにより，現状に不満を抱く支持層

に巧みに訴えかけ，2023 年に入りその支持層は，深刻な経済・社会状況に不満を抱く若年

層のみならず，中所得の壮年層まで広がっていた。彼は，既存の政党政治家を激しく批判

しつつ，中央銀行の廃止，米ドルの法定通貨化，国営公営企業の民営化，各種補助金カッ

ト等の大胆な政策を主張した。逆に低所得者層は，マッサ候補の支持率が高い傾向があっ

た。低所得者層は，社会保障制度や各種補助金への依存度が高く，左派の現政権を支持す

る者が多くなることを示唆している。 

10 月 22 日に実施された大統領選挙の本選挙第１回投票の結果を第７表に示す。この本

選挙第１回投票で，有効票の 45%もしくは２位に 10 ポイント以上の差をつけて 40%を確

保する候補者が現れない場合，決選投票が実施されるということで，マッサ候補とミレイ

候補が次のステップに進むこととなった。 

 

第７表 アルゼンチン大統領選挙・本選挙第１回投票結果 

 
資料：アルゼンチン大統領府「アルゼンチン大統領選挙・本選挙第１回投票結果」から筆者作成。 

 

決選投票に臨んだミレイ候補は，これまでの過激な発言を修正しつつ，現実主義に沿っ

たしたたかな戦略を展開した。例えば，中道右派票を取り入れるため，第１回投票で脱落

したブルリッチ候補に接近，支持を得たとともに，ブルリッチ候補に近い立場のマウリシ

オ・マクリ前大統領（当時）の支持も得ることに成功した。結果，11 月 19 日，大統領選挙

の決選投票が行われ，ミレイ候補が得票率 55.7%でマッサ候補を破り，初当選を果たした

（第８表）。 
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第８表 アルゼンチン大統領選挙・決選投票結果 

 
資料：アルゼンチン大統領府「アルゼンチン大統領選挙・決選投票結果」から筆者作成。 

 

（２）ミレイ氏当選の背景と地方票の動向 

ミレイ氏当選の要因には，変革を求める有権者の選択があるが，その背景として次に掲

げる，過去１年の国内経済・社会状況の急速な悪化による極めて深刻な実情がある。 

・経済成長率（通年）が３年ぶりにマイナスに転落見込み（第１図） 

・大干ばつ（2022/23 年）による主要穀物等（小麦，とうもろこし，大豆）の生産量，輸出

額，外貨獲得額の大幅な減少（第２図及び第３図）並びに農畜産業部門の実質 GDP 成長

率の 6 四半期連続のマイナス成長（2023 年第 2 四半期は農林牧畜業のみマイナス 40.1％

の大幅な下落を記録）（第１図） 

・対米ドル為替レートの大幅な下落（177 → 828 ペソ/USD(公式レート)）と外貨購入制限

に伴う輸入制限によるインフレ率の急騰（95% → 211%） 

・貧困率が 2021 から 2023 年まで３年連続増加する一方，非正規部門が失業者を吸収する

ことによって，失業率と景気動向が連動しない不透明な構造があること 

これらの極めて深刻な経済・社会状況が，フェルナンデス政権時に経済相を務めていた

マッサ氏に不利に働き，ミレイ氏を新大統領に導いたと推測される。 

 

（３）ミレイ氏の得票率と農民票の動向 

次に，農畜産業ステークホルダーの投票傾向を考察するため，大統領選挙決選投票の各

州得票率と農家戸数を第９表に示す。全 23 州と大ブエノスアイレス都市圏（GBA）におい

て，ミレイ候補は，自身の選挙区であり大票田のブエノスアイレス州ほか２州を落とした

ものの，20 州及び GBA で 50%を超えた得票率を得ている。この結果は，ミレイ候補が首

都圏で人口の多い GBA の大票田を抑えたと同時に，地方でもほぼ余すところなく得票し

たことを示している。 

ミレイ候補の得票率と当該州（都市圏）の農家戸数の相関を第 13 図に示す。縦軸に得票

率，横軸に農家戸数（第９表参照）があり，それらに相対する州を配している。得票率は

国民全体の率であり，必ずしも農家得票率とならないが，傾向として，ミレイ候補の全国

平均得票率 55.7%を上回る州に中に，農家戸数が比較的多いコルドバ州，サンタフェ州，

エントレ・リオス州を含むパンパ地域の州が５州のうち４州含まれている（大票田のブエ

ノスアイレス州及び GBA は，農家戸数の多いパンパ地域の州及びエリアであるが，都市

圏なので農家以外の者が相対的に多い）。 
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第９表 アルゼンチン大統領選挙・決選投票の各州得票率と農家戸数 

 
資料：アルゼンチン大統領府，アルゼンチン国家統計局(INDEC)「Censo Nacional Agropecuario 2018」から

筆者作成。 

※GBA: 大ブエノスアイレス都市圏 
 

アルゼンチンにおける主要な５エリアのうち，これらの州はパンパ地域に属している

（第 13 図でパンパ地域に属する州は，大きな黒点でプロット）。第９表の右欄に示す営農

状況のとおり，パンパ地域は，アルゼンチンにおける小麦，とうもろこしや大豆の主要穀

倉地域であり，同国の農畜産物・加工品輸出の主力となる地域でもある。 

全国において，それらの生産量に占めるパンパ地域産作物の割合（2021/2022 年）は，小

麦で 95%，とうもろこしで 84%，大豆で 84%となっている（第 10 表）。GBA を除くパン

パ地域には，穀物・油糧種子生産農家を中心に，農業機械，肥料・農薬，倉庫管理，畜産

業，食品加工，物流，その他サービス業などの業界で構成されている一大産業体があり，

ミレイ候補はこれらのステークホルダーからも高い得票率を得ていたと推測される。 
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第 13 図 2023 年大統領決選投票におけるミレイ候補の各州得票率と当該州にお

ける農家戸数の相関 

資料：大統領府，アルゼンチン国家統計局(INDEC)「Censo Nacional Agropecuario 2018」から筆者作成。 

 

第 10 表 アルゼンチン・パンパ地域における主要穀物・油糧種子の生産量比率（2021/22） 

 

資料：ロサリオ穀物取引所年報「ANUARIO ESTADÍSTICO 2022 (Bolsa de Comercio de Rosario)」から筆者作成。 

 

農畜産業及び関係ステークホルダー，特にパンパ地域の関係者がミレイ候補を支持した

背景として，２つあると考える。 

１つ目は，リバタリアン（自由至上主義）のミレイ氏が，農畜産物の輸出税をはじめと

する課税や規制の緩和など，経済の立て直しを図る大改革を推進することに期待したこと。

例えば，輸出税の軽減または撤廃は，各ステークホルダーの収益向上に直結すると同時に，

アルゼンチン農畜産物の国際的な競争力を高めることにもなることが予測される。 

２つ目は，2020 年から連続して発生したラニーニャ現象のもと，2022/2023 年，アルゼ

ンチンにおいて過去 60 年で最悪の干ばつが発生，穀物や油糧種子などの農産物は大幅な

減収となり，不安をかき立てられた農畜産業ステークホルダーが政治に変化を求めたこと

が考えられる。 
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（４）ミレイ新大統領が掲げる痛みを伴う改革の行方 

2023 年 12 月 10 日，ミレイ新大統領の就任式が行われた。国会前の就任演説で経済・社

会の「非常事態」脱却に向け公金支出の大幅削減を進め，財政再建とインフレ抑制に向け

た痛みを伴う改革を断行する考えを国民へ示した。新大統領は就任後，矢継ぎ早に次にあ

げる改革法案を打ち出し，一部は必要緊急大統領令を通じ，即実行に移している。 

・公式為替レートを 1 米ドル=800 ペソ近辺に切り下げる。 

・省庁数の削減により，これまで 18 あった省を 9 に改編（農畜産業関係は，これまでどお

り経済省農牧漁業庁が管轄）。 

・BRICS（中国，ロシア，インド，ブラジル，南アフリカ共和国による新興５か国）への

不参加を表明（当初，サウジアラビア，エジプト，イラン，アラブ首長国連邦（UAE）

とともに 2024 年 1 月に加盟予定だった）。 

・国営事業の民営化，州政府への交付金を最小限化，エネルギー及び公共交通機関への補

助金の削減，公共事業の新規入札禁止，貧困世帯への支援を強化する一方，同世帯への

補助金の再編を行う。 

・輸出税の課税対象を非農産品に広げるとともに，包括連携税（財，サービス輸入に課税）

の税率を引き上げ，輸入ライセンスの事前取得を不要とし，輸入手続きの透明化を図る。 

ミレイ大統領が率いる「自由前進」は，議会で少数与党であり，議会対応を模索しつつ，

いかに痛みを伴う構造調整を国民に耐えさせることができるか，という難しい課題に慎重

に取り組むことが求められる。例えば，中央銀行の廃止，法定通貨の米ドル化など当初掲

げていた過激な公約を早期実現する予定はないとして，新政権はトーンダウンしている。

一方，先述の輸出税に関しては，一部穀物及び加工品の輸出税を引き上げるとした。小麦

及びとうもろこしの輸出税は 13%から 15%に，大豆油及び大豆粕の輸出税は 31%から 33%

に引き上げることになる。 

大統領選挙における地方票，特にパンパ地域を中心とした農畜産業ステークホルダー州

が大票田だったとしても，その意に反して新政権は主要産品の輸出で外貨を稼ぐ農畜産業

セクターに負担を強いることはやむを得ない，という姿勢を新政府は示している。ただし

この緊急事態が終われば，すべての輸出税の撤廃を進める，とも新政権は示唆している。

それに対して農畜産業ステークホルダーは，「選挙戦で約束したことに反する」と輸出税の

増税方針に対し早速反発の姿勢を示した。 

市中に混乱も広がり，労働組合は，新政権が打ち出した経済改革に抗議して全土でデモ

を行い，一斉にストライキを展開した。結局，下院議員や州知事らの反対により，輸出税

を含む改革法案や必要緊急大統領令は議会を通過せず，事態は日々流動化している状況で

ある（2024 年 1 月末時点）。 
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５．おわりに 

 

農林水産政策研究所の「2032 年における世界の食料需給見通し」において，中南米の主

要輸出作物であるとうもろこしや大豆の輸出量は，引き続き増加する見込みとされている。

我が国の将来的な食料供給確保の観点から，地理的ハンデはあるものの，ブラジルやアル

ゼンチンなど食料輸出の余力がある南米の新興国との連携の重要性はより高まると考えら

れる。さらに，世界の大豆生産に占めるブラジルやアルゼンチンをはじめとする南米諸国

の割合が 50%以上になるなど，世界の穀物市場における南米の比重や影響力も年々高まっ

ている。 

第 12 図の上部に，南米の食料供給大国アルゼンチンとブラジルの歴代大統領の任期を

重ねた。歴代大統領任期は，気候変動に連動したエルニーニョ／ラニーニャ現象やそれに

連動する穀物等生産量変動に相関するものではないが，2015 年以降アルゼンチン及びブラ

ジル両国で，大統領の多選が見られず一期のみで政権交代している。気候変動に伴う温暖

化が底流として横たわり，両国における経済・社会の不安定化の影響が政治ににじみ出て

いることが背景の１つにあるかもしれず，現政権（ミレイ及びルーラ大統領（ブラジル））

の今後の動向を注視する必要がある。 

国際連合（UN）のグテーレス事務総長は，「地球温暖化の時代は終わり，地球沸騰化の

時代が到来した」と警告する一方，「まだ私たちは最悪の破局を回避することができる」と

して，地球温暖化対策の加速を促した。一方，WMO のサウロ事務局長は，「2023 年半ばま

でのラニーニャ現象の寒冷化からエルニーニョ現象の温暖化への移行は，昨年からの気温

上昇にはっきりと反映されている。エルニーニョ現象は通常，発生翌年以降，地球の気温

に最も大きな影響を与えることを考えると，2024 年はさらに暑くなる可能性がある」と述

べている。 

現に 2024 年 1 月が世界における観測史上，最も暑い 1 月となっており，2023 年から続

く記録破りの傾向は 2024 年も続いている（WMO NEWS）。2024 年以降も，第８図のよう

な高温リングが環太平洋エリアを取り囲む事態が頻発し，我が国やアルゼンチンを含む周

辺国の食料供給体制が脅かされる可能性は十分考えられる。 

このような状況下，2023 年 12 月 10 日，アルゼンチン大統領就任式でミレイ新大統領が

第一声として国民に向け呼びかけた痛みを伴うショック療法は，短期的には経済悪化につ

ながる副反応になるかもしれない。それでも長期的にみれば，苦境にある経済・社会状況

の立て直しに結び付く荒療治となるか否か，様々な局面で 2023 年は，アルゼンチンにとっ

てターニングポイントの年になる可能性がある。世界の食料供給大国の１つであるアルゼ

ンチンの動向を今後も注視していく必要がある。 
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